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この開発は、約８１ｈa（甲子園球場の約２１倍）。馬尻山の標高４００m～５００m の傾斜地での大

規模開発であり、開発の土地の現況が山林・田で、開発により樹木の伐採等で自然の保水力をなく

す。また、高い盛り土や谷を埋め立てることで土砂災害の心配がある。 

馬尻山の麓には、住居があり、静岡県熱海市の土石流被害と地形が似ている。 

 

 

      

 

〇県議会プロフイール 

・常任委員会 

  文教くらし委員会委員 

・特別委員会 

  少子化対策・女性の活躍促進

委員会委員 

・関西広域連合議会議員 

・殺処分ゼロをめざす奈良県議会

議員連盟会長 

・脱原発をめざす奈良県議連幹事長 

元社会科教諭 

見張り番・生駒代

表幹事 

山添村の太陽光発電計画（メガソーラー）について    

 

あすか野北３－１－３ 

令和４年６月発行 

反対署名１万人分 知事に提出 
昨年１１月、生駒の市民の皆様には、生駒駅等で署名にご

協力して頂き、御礼を申し上げます。 

 

＜知事との面談＞ 

阪口と馬尻山のメガソーラーに反対する会の向

井代表、野村山添村村議、区長の４人と懇談。 

  知事室に於いて 

 
向井代表がメガソーラー事業反対の理由を説明。 

知事は、反対理由が理解できたと回答し、約４０分にわたり誠意をもって対応

してくれました。 

林地開発許可申請が出された時は、奈良県が許可の判断をします。 

 

令和４年３月８日 NHKが報道 

脱原発をめざす奈良県議会議員連盟  

 

 

署名簿を知事に提出 

令和３年１１月１９日 NHKが放映 

 
昨年９月の一般質問に於いて、知事に山添村

の方との面談を要望。 

また、メガソーラー規制の条例の制定を求めま

した。 

＊成果 

本年４月条例の制定を発表（実効性の高いメガソーラー設

置規制を行う）。現在条例策定に向けて作業をすすめている。 
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。
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県議会代表質問（６月２２日 ３時頃～） 

１ メガソーラー規制の条例の制定について 

 ２ 山添村のメガソーラーについて 

 ３ 大和都市計画（壱分町北）の住宅の開発許可に

ついて 

 ４ 県職員の自死の損害賠償請求判決について 

 ５ 辻町インターチェンジについて 

 ６ 政務活動費について等      

                

  

奈良テレビ放映 
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２ 奈良県内における政治意識調査の損害賠償請求 

 大阪高等裁判所 令和４年６月２３日 判決 

＊問題点 

・県の行った政治意識調査は、憲法で保障されている投票の

秘密・思想の自由等を侵害していること。また、奈良県と

全く関係のない調査項目が多く、政治意識調査の目的に逸

脱していました。 

＊知事に損害賠償請求 

・今までに使用した政治意識調査に要した費用７１５万円の

損害賠償請求をしています。 

 

＊見張番・生駒（オンブズマン）の活動 

 

 

 

１ 王寺工業高等学校違法随意契約で損害賠償請求 

  次回公判：令和４年６月２８日 奈良地方裁判所 

 ・問題点 

   工事代金が２５０万円を越える時は、一般競争入札が必

要です。その為に、工事代金を２５０万円以下にし、分割

発注を行い競争性のない随意契約を行いました。 

 ・損害賠償の相手：知事、校長、業者の３者（約１３５万円） 

 

＊繰り返されていた随意契約 

 高校の分割発注は、高田（複数）、宇陀、奈良

朱雀、磯城野高校でも判明しています。 

 このような事案は、工事契約日の 1 年以内に

訴訟を起こす必要がありますので、損害賠償

請求ができません。 

 今回、約１３５万円の損害賠償請求ですが、

今後の正規の工事契約を行うことにつながり

ます。 

＊成果 

県議会、文教くらし委員会でも追及、住民監

査請求（見張り番・生駒）等を行うことで、以

下の改善策を県教委が出しました。 

令和２年１１月２８日県教育委員会は、不適

正な分割発注が組織的に行われたことを認

め、教育長が月給１０分の１の自主返納、高

田高校校長を文書勧告処分、会計事務・契約

事務のマニュアル作成等を行いました。 
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＊成果 

県議会で追及の下、２年間の計画（約１５００万

円）のところを１年の途中で中止になりました。 
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＊開発の流れ 

都市計画は、生駒市の管轄です。 

既に、市公聴会（１１人が公述・傍聴者５１

人）、生駒市都市計画審議会、壱部町東

自治会への開発説明会を行っています。 

この事業は、大規模な開発行為ですの

で、開発許可は奈良県が出します。 

＊これまでに出ている意見 

 ・用途地域の変更の必要はない。 

・交通量の増加による渋滞と東生駒の生活

道路への影響が出る。 

・山林・農地の開発で、保水能力が低下する

が、その為の調整池が十分なのか等。 

 

 

生駒市東小

学校 

 

関
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計画地域 
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